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１ 神奈川県局設置条例（昭和31年神奈川県条例第30号）新旧対照表 

改 正 現    行 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第

１項の規定に基づき、知事の権限に属する事務

を分掌させるため、次の局を置く。 

(１)～(４) （略） 

(５) スポーツ局

ア （略）

（削除）

(６)～(10) （略） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第

１項の規定に基づき、知事の権限に属する事務

を分掌させるため、次の局を置く。 

(１)～(４) （略） 

(５) スポーツ局

ア （略）

イ 第32回オリンピック競技大会及び東京

2020パラリンピック競技大会に関する事

項

(６)～(10) （略） 
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２ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改 

正する条例関連の新旧対照表 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（昭和32年神奈川県条例第54号）新旧対照表 

〈第１条関係〉 

改    正 現    行 

第１条～第15条の４ （略） 第１条～第15条の４ （略） 

（育児参加休暇） （育児参加休暇） 

第15条の５ 任命権者は、職員の妻（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下この項において同じ。）が出産する場

合であつてその出産予定日前８週間目（多胎妊

娠の場合にあつては、14週間目）に当たる日か

ら出産の日以後１年を経過する日までの期間に

ある場合において、当該出産に係る子又は小学

校就学の始期に達するまでの子（妻の子を含

む。）を養育する当該職員が、これらの子の養

育のため勤務しないことが相当であると認めら

れるときには、その願い出に基づき、当該期間

内につき５日の範囲内で、育児参加休暇を与え

ることができる。 

第15条の５ 任命権者は、職員の妻（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下この項において同じ。）が出産する場

合であつてその出産予定日前８週間目（多胎妊

娠の場合にあつては、14週間目）に当たる日か

ら出産の日後８週間目に当たる日までの期間に

ある場合において、当該出産に係る子又は小学

校就学の始期に達するまでの子（妻の子を含

む。）を養育する当該職員が、これらの子の養

育のため勤務しないことが相当であると認めら

れるときには、その願い出に基づき、当該期間

内につき５日の範囲内で、育児参加休暇を与え

ることができる。 

２ （略） ２ （略） 

第15条の６～第20条 （略） 第15条の６～第20条 （略） 

学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（昭和32年神奈川県条例第57号）新旧対照表 

〈第２条関係〉 

改    正 現    行 

第１条～第12条の４ （略） 第１条～第12条の４ （略） 

（育児参加休暇） （育児参加休暇） 

第12条の５ 教育委員会は、職員の妻（届出をし

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下この項において同じ。）が出産する

場合であつてその出産予定日前８週間目（多胎

妊娠の場合にあつては、14週間目）に当たる日

から出産の日以後１年を経過する日までの期間

にある場合において、当該出産に係る子又は小

学校就学の始期に達するまでの子（妻の子を含

む。）を養育する当該職員が、これらの子の養

育のため勤務しないことが相当であると認めら

れるときには、その願い出に基づき、当該期間

内につき５日の範囲内で、育児参加休暇を与え

ることができる。 

第12条の５ 教育委員会は、職員の妻（届出をし

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下この項において同じ。）が出産する

場合であつてその出産予定日前８週間目（多胎

妊娠の場合にあつては、14週間目）に当たる日

から出産の日後８週間目に当たる日までの期間

にある場合において、当該出産に係る子又は小

学校就学の始期に達するまでの子（妻の子を含

む。）を養育する当該職員が、これらの子の養

育のため勤務しないことが相当であると認めら

れるときには、その願い出に基づき、当該期間

内につき５日の範囲内で、育児参加休暇を与え

ることができる。 

２ （略） ２ （略） 

第12条の６～第18条 （略） 第12条の６～第18条 （略） 
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３ 収入証紙に関する条例（昭和39年神奈川県条例第76号）新旧対照表 

改    正 現    行 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

１ （略） １ （略） 

２ 手数料 ２ 手数料 

 名称 根拠規定   名称 根拠規定  

 １～20 （略）    １～20 （略）   

 21 （略） 神奈川県手数料条例第

２条 

  

  21 （略） 神奈川県手数料条例第

２条  

 

 長期優良住宅建築等

計画等認定申請手数

料 

  長期優良住宅建築等

計画認定申請手数料 

 

 登録住宅性能評価機

関による審査を受け

た長期優良住宅建築

等計画等の認定申請

手数料 

  登録住宅性能評価機

関による審査を受け

た長期優良住宅建築

等計画の認定申請手

数料 

 

 （略）   （略）  

長期優良住宅建築等

計画等変更認定申請

手数料 

長期優良住宅建築等

計画変更認定申請手

数料 

 変更部分についての

登録住宅性能評価機

関による審査を受け

た長期優良住宅建築

等計画等の変更認定

申請手数料 

  変更部分についての

登録住宅性能評価機

関による審査を受け

た長期優良住宅建築

等計画の変更認定申

請手数料 

 

 （略） 

長期優良住宅建築等

計画等の認定を受け

た地位の承継承認申

請手数料 

（略） 

  （略） 

長期優良住宅建築等

計画の認定を受けた

地位の承継承認申請

手数料 

（略） 

 

 22～32 （略）    22～32 （略）   
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４ 収入証紙に関する条例（昭和39年神奈川県条例第76号）新旧対照表 

改    正 現    行 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

１ （略） １ （略） 

２ 手数料 ２ 手数料 

 名称 根拠規定   名称 根拠規定  

 １～24 （略）    １～24 （略）   

 25 （略） 神奈川県手数料条例第

２条 

  

  25 （略） 神奈川県手数料条例第

２条 

  

 

 （削除）   教育職員免許状有効

期間更新手数料 

 

 （削除）     教育職員免許状有効

期間延長手数料 

   

 （略）   

  

 

 

 

 

（略）   

  

 

（削除） 教育職員免許状更新

講習修了確認等手数

料 

 （削除）     教育職員免許状修了

確認期限延期手数料 

   

 （削除）     教育職員免許状更新

講習免除手数料 

   

 （略）     （略）    

 26～32 （略）    26～32 （略）   

         

 

- 4 -



５ 神奈川県手数料条例（平成12年神奈川県条例第２号）新旧対照表 

改    正 現    行 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

１～７ （略） １～７ （略） 

８ 県土整備局関係 ８ 県土整備局関係 

手数料徴収に

係る事務 

手数料

の名称 

金額 

１～41の３ 

（略） 

42 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律（平

成20年法律

第87号）第５

条第１項か

ら第７項ま

での規定に

基づく長期

優良住宅建

築等計画及

び長期優良

住宅維持保

全計画（以下

「長期優良

住宅建築等

計画等」とい

う。）の認定

の申請に対

する審査（次

項及び44の

項に該当す

る場合を除

く。） 

長期優

良住宅

建築等

計画等

認定申

請手数

料 

⑴～⑷ （略）

⑸ 一戸建ての住宅の維

持保全のみを行う場合 

６万8,000円 

⑹ 共同住宅等の維持保

全のみを行う場合 次

に掲げる共同住宅等の

総戸数の区分に応じそ

れぞれ次に定める金額 

ア 総戸数が５戸以内

の共同住宅等 

16万円 

イ 総戸数が５戸を超

え10戸以内の共同住

宅等 

26万円 

ウ 総戸数が10戸を超

え25戸以内の共同住

宅等 

51万円 

エ 総戸数が25戸を超

え50戸以内の共同住

宅等 

91万円 

オ 総戸数が50戸を超

え100戸以内の共同住

宅等 

160万円 

カ 総戸数が100戸を超

え200戸以内の共同住

宅等 

290万円 

キ 総戸数が200戸を超

え300戸以内の共同住

宅等 

410万円 

ク 総戸数が300戸を超

える共同住宅等 

500万円 

43 長期優良

住宅の普及

の促進に関

登録住

宅性能

評価機

⑴～⑷ （略）

⑸ 一戸建ての住宅の維

持保全のみを行う場合 

手数料徴収に

係る事務 

手数料

の名称 

金額 

１～41の３ 

（略） 

42 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律（平

成20年法律

第87号）第５

条第１項か

ら第５項ま

での規定に

基づく長期

優良住宅建

築等計画の

認定の申請

に対する審

査（次項及び

44の項に該

当する場合

を除く。） 

長期優

良住宅

建築等

計画認

定申請

手数料 

⑴～⑷ （略）

（新設）

（新設） 

43 長期優良

住宅の普及

の促進に関

登録住

宅性能

評価機

⑴～⑷ （略）

（新設）
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改    正 現    行 

する法律第

５条第１項

から第７項

までの規定

に基づく長

期優良住宅

建築等計画

等（同法第６

条第１項第

１号に掲げ

る基準に適

合している

ことにつき、

あらかじめ

住宅の品質

確保の促進

等に関する

法律（平成11

年法律第81

号）第５条第

１項に規定

する登録住

宅性能評価

機関（以下

「登録住宅

性能評価機

関」という。）

による審査

を受けたも

のに限る。）

の認定の申

請に対する

審査（次項に

該当する場

合を除く。） 

関によ

る審査

を受け

た長期

優良住

宅建築

等計画

等の認

定申請

手数料 

１万2,000円 

⑹ 共同住宅等の維持保

全のみを行う場合 次

に掲げる共同住宅等の

総戸数の区分に応じそ

れぞれ次に定める金額 

ア 総戸数が５戸以内

の共同住宅等 

２万3,000円 

イ 総戸数が５戸を超

え10戸以内の共同住

宅等 

４万円 

ウ 総戸数が10戸を超

え25戸以内の共同住

宅等 

６万1,000円 

エ 総戸数が25戸を超

え50戸以内の共同住

宅等 

11万円 

オ 総戸数が50戸を超

え100戸以内の共同住

宅等 

17万円 

カ 総戸数が100戸を超

え200戸以内の共同住

宅等 

29万円 

キ 総戸数が200戸を超

え300戸以内の共同住

宅等 

36万円 

ク 総戸数が300戸を超

える共同住宅等 

40万円 

44 （略） 

45 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律第

８条第１項

の規定に基

づく長期優

良住宅建築

等計画等の

変更の認定

の申請に対

する審査（前

項及び次項

長期優

良住宅

建築等

計画等

変更認

定申請

手数料 

⑴～⑷ （略）

⑸ 一戸建ての住宅の長

期優良住宅維持保全計

画を変更する場合 

３万4,000円 

⑹ 共同住宅等の長期優

良住宅維持保全計画を

変更する場合 次に掲

げる共同住宅等の総戸

数の区分に応じそれぞ

れ次に定める金額 

ア 総戸数が５戸以内

の共同住宅等 

する法律第

５条第１項

から第５項

までの規定

に基づく長

期優良住宅

建築等計画

（同法第６

条第１項第

１号に掲げ

る基準に適

合している

ことにつき、

あらかじめ

住宅の品質

確保の促進

等に関する

法律（平成11

年法律第81

号）第５条第

１項に規定

する登録住

宅性能評価

機関（以下

「登録住宅

性能評価機

関」という。）

による審査

を受けたも

のに限る。）

の認定の申

請に対する

審査（次項に

該当する場

合を除く。） 

関によ

る審査

を受け

た長期

優良住

宅建築

等計画

の認定

申請手

数料 

（新設） 

44 （略） 

45 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律第

８条第１項

の規定に基

づく長期優

良住宅建築

等計画の変

更の認定の

申請に対す

る審査（前項

及び次項に

長期優

良住宅

建築等

計画変

更認定

申請手

数料 

⑴～⑷ （略）

（新設）

（新設） 
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改    正 現    行 

に該当する

場合を除

く。） 

８万円 

イ 総戸数が５戸を超

え10戸以内の共同住

宅等 

13万円 

ウ 総戸数が10戸を超

え25戸以内の共同住

宅等 

25万5,000円 

エ 総戸数が25戸を超

え50戸以内の共同住

宅等 

45万5,000円 

オ 総戸数が50戸を超

え100戸以内の共同住

宅等 

80万円 

カ 総戸数が100戸を超

え200戸以内の共同住

宅等 

145万円 

キ 総戸数が200戸を超

え300戸以内の共同住

宅等 

205万円 

ク 総戸数が300戸を超

える共同住宅等 

250万円 

46 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律第

８条第１項

の規定に基

づく長期優

良住宅建築

等計画等の

変更の認定

の申請に対

する審査（変

更部分につ

いて同法第

６条第１項

第１号に掲

げる基準に

適合してい

ることにつ

き、あらかじ

め登録住宅

性能評価機

変更部

分につ

いての

登録住

宅性能

評価機

関によ

る審査

を受け

た長期

優良住

宅建築

等計画

等の変

更認定

申請手

数料 

⑴～⑷ （略）

⑸ 一戸建ての住宅の長

期優良住宅維持保全計

画を変更する場合 

6,000円 

⑹ 共同住宅等の長期優

良住宅維持保全計画を

変更する場合 次に掲

げる共同住宅等の総戸

数の区分に応じそれぞ

れ次に定める金額 

ア 総戸数が５戸以内

の共同住宅等 

１万1,500円 

イ 総戸数が５戸を超

え10戸以内の共同住

宅等 

２万円 

ウ 総戸数が10戸を超

え25戸以内の共同住

宅等 

３万500円 

該当する場

合を除く。） 

46 長期優良

住宅の普及

の促進に関

する法律第

８条第１項

の規定に基

づく長期優

良住宅建築

等計画の変

更の認定の

申請に対す

る審査（変更

部分につい

て同法第６

条第１項第

１号に掲げ

る基準に適

合している

ことにつき、

あらかじめ

登録住宅性

能評価機関

変更部

分につ

いての

登録住

宅性能

評価機

関によ

る審査

を受け

た長期

優良住

宅建築

等計画

の変更

認定申

請手数

料 

⑴～⑷ （略）

（新設）

（新設） 
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改    正 現    行 

関による審

査を受けた

ものに限り、

44の項に該

当する場合

を除く。） 

エ 総戸数が25戸を超

え50戸以内の共同住

宅等 

５万5,000円 

オ 総戸数が50戸を超

え100戸以内の共同住

宅等 

８万5,000円 

カ 総戸数が100戸を超

え200戸以内の共同住

宅等 

14万5,000円 

キ 総戸数が200戸を超

え300戸以内の共同住

宅等 

18万円 

ク 総戸数が300戸を超

える共同住宅等 

20万円 

47 （略）   

48 （略）  長期優

良住宅

建築等

計画等

の認定

を受け

た地位

の承継

承認申

請手数

料 

1,700円 

48の２～66 

（略） 

  

９～11 （略） 

による審査

を受けたも

のに限り、44

の項に該当

する場合を

除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47 （略）   

48 （略）  長期優

良住宅

建築等

計画の

認定を

受けた

地位の

承継承

認申請

手数料 

 

1,700円 

48の２～66 

（略） 

  

９～11 （略） 
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６ 神奈川県手数料条例（平成12年神奈川県条例第２号）新旧対照表 

改    正 現    行 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

１～８ （略） 

９ 教育委員会関係 

１～８ （略） 

９ 教育委員会関係 

 手数料徴収に 

係る事務 

手数料 

の名称 

金額   手数料徴収に 

係る事務 

手数料 

の名称 

金額  

 １ 教育職員免許

法（昭和24年法

律第147号）第５

条第１項及び第

16条第１項の規

定に基づく普通

免許状の授与並

びに同法第５条

の２第３項の規

定に基づく新教

育領域の追加の

定め（普通免許

状に係るものに

限る。） 

教育職員普

通免許状授

与等手数料 

3,300円   １ 教育職員免許

法（昭和24年法

律第147号）第５

条第１項及び第

２項並びに第16

条の２第１項及

び第２項の規定

に基づく普通免

許状の授与並び

に同法第５条の

２第３項の規定

に基づく新教育

領域の追加の定

め（普通免許状

に係るものに限

る。） 

教育職員普

通免許状授

与等手数料 

3,300円  

 ２・３ （略）     ２・３ （略）    

 ４ 教育職員免許

法第６条第１項

の規定に基づく

教育職員検定 

教育職員検

定手数料 

1,700円   ４ 教育職員免許

法第６条第１項

及び第４項の規

定に基づく教育

職員検定 

教育職員検

定手数料 

1,700円  

 （削除）     ４の２ 教育職員

免許法第９条の

２第１項の規定

に基づく普通免

許状又は特別免

許状の有効期間

の更新 

教育職員免

許状有効期

間更新手数

料 

3,300円  

 （削除）     ４の３ 教育職員

免許法第９条の

２第５項の規定

に基づく普通免

許状又は特別免

許状の有効期間

の延長 

教育職員免

許状有効期

間延長手数

料 

2,000円  

 ５・６ （略）     ５・６ （略）    

 （削除）     ６の２ 教育職員

免許法及び教育

公務員特例法の

一部を改正する

法律（平成19年 

教育職員免

許状更新講

習修了確認

等手数料 

3,300円  
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改    正 現    行 

法律第98号）附

則第２条第２項

又は第３項第３

号の規定に基づ

く免許状更新講

習の課程の修了

に関する確認 

 

 （削除）  ６の３ 教育職員

免許法及び教育

公務員特例法の

一部を改正する

法律附則第２条

第４項の規定に

基づく修了確認

期限の延期 

教育職員免

許状修了確

認期限延期

手数料 

2,000円  

 （削除）  ６の４ 教育職員

免許法及び教育

公務員特例法の

一部を改正する

法律附則第２条

第５項括弧書の

規定に基づく免

許状更新講習の

免除 

教育職員免

許状更新講

習免除手数

料 

3,300円  

 ７～９ （略）  ７～９ （略） 

10・11 （略） 10・11 （略） 
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７ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年神奈川県条例第７号）新旧対照表 

改    正 現    行 

第１条～第２条の３ （略） 第１条～第２条の３ （略） 
（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定

める場合は、１歳６か月から２歳に達するまで

の子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げ

る場合のいずれにも該当する場合（当該子につ

いてこの条の規定に該当して育児休業をしてい

る場合であって次条第６号アに掲げる事情に該

当するときは第２号及び第３号に掲げる場合に

該当する場合、人事委員会規則で定める特別の

事情がある場合にあっては同号に掲げる場合に

該当する場合）とする。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定

める場合は、１歳６か月から２歳に達するまで

の子を養育するため、非常勤職員が当該子が１

歳６か月に達する日の翌日（当該子が１歳６か

月に達する日後の期間においてこの条の規定に

該当してその任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員であっ

て、当該任期が更新され、又は当該任期の満了

後に引き続き非常勤職員として採用されるもの

にあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引

き続き採用される日）を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合であって、

次の各号のいずれにも該当するときとする。 

(１) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月に

達する日の翌日（当該非常勤職員の配偶者が

この条の規定に該当し、又はこれに相当する

場合に該当して育児休業法その他の法律の規

定による育児休業（以下この号において「地

方等育児休業」という。）をする場合にあっ

ては、当該地方等育児休業の期間の末日とさ

れた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとする場合 

(新設) 

(２)・(３) （略） (１)・(２) （略） 

(４) 当該子について、当該非常勤職員が当該

子の１歳６か月に達する日後の期間において

この条の規定に該当して育児休業をしたこと

がない場合 

(新設) 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定め

る期間） 

(削除) 第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書の

条例で定める期間は、57日間とする。 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定め

る特別の事情） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定め

る特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情は、次に掲げる事情とす

る。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情は、次に掲げる事情とす

る。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(削除) (５) 育児休業（この号の規定に該当したこと

により当該育児休業に係る子について既にし

たものを除く。）の終了後、３月以上の期間

を経過したこと（当該育児休業をした職員

- 11 -



改    正 現    行 

が、当該育児休業の承認の請求の際育児休業

により当該子を養育するための計画について

人事委員会規則で定めるところにより任命権

者に申し出た場合に限る。）。 

(５) （略） (６) （略）

(６) 任期を定めて採用された職員について

は、前各号に掲げるもののほか、次に掲げる

事情 

(７) 非常勤職員については、前各号に掲げる

もののほか、次に掲げる事情 

ア 任期の末日を育児休業の期間の末日とす

る育児休業をしている職員が、当該任期を

更新され、又は当該任期の満了後引き続い

て任命権者を同じくする職若しくは県機関

における職（地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（昭和31年法律第162号）第37

条第１項に規定する県費負担教職員にあっ

ては、任命権者を同じくする職に限る。）

に採用されることに伴い、当該育児休業に

係る子について、当該更新前の任期の末日

の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間

の初日とする育児休業をしようとするこ

と。 

ア 任期の末日を育児休業の期間の末日とす

る育児休業をしている非常勤職員（地方公

務員法（昭和25年法律第261号）第28条の

５第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員に限る。）が、当該任期が更新され

たことに伴い、当該任期の末日の翌日を育

児休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとすること。 

(削除) イ 任期の末日を育児休業の期間の末日とす

る育児休業をしている非常勤職員（地方公

務員法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員を除く。）が、当該

任期が満了した後、引き続いて非常勤職員

として採用されたことに伴い、当該採用さ

れた日を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとすること。 

イ （略） ウ （略）

（育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める

期間） 

 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の条

例で定める期間は、57日間とする。 

(新設) 

第４条～第22条 （略） 第４条～第22条 （略） 

（育児短時間勤務をした職員の退職手当の取扱

い） 

（育児短時間勤務をした職員の退職手当の取扱

い） 

第23条 （略） 第23条 （略） 

２ 育児短時間勤務をした期間についての職員の

退職手当に関する条例第７条第４項の規定の適

用については、同項中「その月数の２分の１に

相当する月数」とあるのは、「その月数の６分

の１に相当する月数」とする。 

２ 育児短時間勤務をした期間についての職員の

退職手当に関する条例第７条第４項の規定の適

用については、同項中「その月数の２分の１に

相当する月数」とあるのは、「その月数の３分

の１に相当する月数」とする。 

３ （略） ３ （略） 
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改    正 現    行 

第24条～第34条 （略） 第24条～第34条 （略） 
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